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○ 水難事故及び水害発生時の対応を想定し，県内で初めて青森海上保安部と連携したヘ
リコプター離着陸並びに患者引き継ぎの合同訓練を行った。弘前地区消防事務組合も
含めて約 20 人が参加し，水難事故及び水害発生時の連絡体制を構築することができた。 

 
【がん等の地域の医療課題への対応】 
○ 引き続き，青森県からの要請を受け「大腸がん検診モデル事業」を実施した。なお，

青森県では本事業で得られたデータをがん死亡率の改善に向けた基礎資料として利用
することとしており，その研究には本学が係わる予定である。 

 
◯ 昨年度試験運用を開始した Join を用いた弘前市内の救急体制充実にあたっては，く
も膜下出血，脳内出血，脳梗塞など脳血管疾患 72 症例，急性大動脈解離，胸部大動脈
瘤破裂，急性動脈閉塞など心疾患 21 症例に対し，患者受入れ前の情報共有や搬送の是
非などに活用したほか，市内４病院並びに関係機関からなる「弘前市 ICT 技術活用先端
医療体制検討協議会」において病院長が会長を務め，効果検証のとりまとめ役を担うな
ど中心的な役割を果たした。 
 

【45】 
被ばく医療及び高度救命救急医療の中核的
役割を担うとともに，災害医療においては，
地域の防災訓練に指導・助言するなど積極
的に参画する。 

Ⅳ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

【被ばく医療への取組】 
○ 国の原子力規制委員会において，全国レベルの原子力災害医療機関である「高度被ば
く医療支援センター」及び「原子力災害医療・総合支援センター」に本学が指定された
ことを受け，「原子力災害時医療に関する基礎研修」を毎年度開催（平成 30 年度まで
で７回開催）し，延べ約 1,300人が受講し，放射線及び放射線影響に関する基本的知識
の向上を図った。 

 
○ 原子力災害発生時の専門的医療に備えるため，本学が担当するエリア(北海道・青森
県・宮城県)の原子力災害拠点病院に対し「原子力災害医療派遣チームに係る専門研修」
を毎年開催し，計 86人が受講した。 
 また，より専門的な人材育成を目的とした「原子力災害時医療中核人材研修」も毎年
開催し，計 40人が受講した。 
 さらに，青森県，北海道及び宮城県の原子力防災訓練に専門的立場から助言するなど
協力し連携を深めた。 

 
【災害医療への取組】 
○ 災害時の医療を想定した総合防災訓練を医師，医療スタッフ，事務職員及び学生など

【被ばく医療への取組】 
○ 各研修を引き続き開催

するとともに，より実践
的な内容になるよう，質
の向上を図る。 

 
【災害医療への取組】 
○ 訓練終了後アンケート

結果等を参考にしなが
ら，より災害対策に関す
る知識及び技術の習得や
防災意識の高揚につなが
る訓練になるよう改訂
し，PDCAサイクルを確立
する。 

二次救急輪番(外科) 27 201 42 328 51 485 79 815

二次救急輪番(内科) － － － － － － 26 260

H31年度
項目

H28年度

実施回数 受入人数 実施回数 受入人数 実施回数 受入人数 実施回数 受入人数

H29年度 H30年度
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を対象として毎年度実施しているが，平成 29 年度には災害対策マニュアルの全面改訂，
大規模災害時の医学部附属病院事業継続計画(BCP)基本・運用編の新規策定を行い，一
般的なシナリオにない事例を訓練に盛り込むなど，訓練の質的濃度を高めた。 

 

（平成 31事業年度の実施状況） 

【被ばく医療への取組】 
○ 「原子力災害時医療に関する基礎研修」，「原子力災害医療派遣チームに係る専門研

修」，「原子力災害時医療中核人材研修」を引き続き開催した。 
原子力災害は，一般的な自然災害への対応とは大きく異なり，スタッフ全員が予備知

識を持つことが大前提となる。医学部附属病院スタッフを対象とした「原子力災害時医
療に関する基礎研修」は，平成 31年度の開催をもって延べ 1,603 人が受講しており，
このような原子力災害への対応力を備えている病院は，日本中でも稀有な特徴と言え
る。また，「原子力災害医療派遣チームに係る専門研修」は，近隣の他病院にも専門派
遣チームを整えるために実施しているもので，日本 DMAT のように有事の際には一病院
の力ではなく県内複数の病院が総合力で災害に立ち向かうための力を育てている。さ
らには，「原子力災害時医療中核人材研修」においては，有事の際に専門的な立場から
各方面に指導・提言・コーディネート出来るようなリーダーシップを担う人材を育成し
ているところである。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
【災害医療への取組】 
○ 前年度の総合防災訓練後に実施されたアンケート結果等を基に，災害対策マニュアル

及び事業継続計画（BCP）の改訂を行うとともに，総合防災訓練 WG を新たに設置し，訓
練における重点項目等を精査した。総合防災訓練の際には，国立大学附属病院災害対策
相互訪問事業として秋田大学の訪問を受け入れ，十分な体制整備が行われている旨の
評価を受けた。また，青森県及び弘前市の総合防災訓練では，被害想定や訓練項目の企
画立案において専門的な立場から指導・助言で関わり，地域の災害対策に大きく貢献し
ている。 
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【46】 
地域と連携した専門医養成体制の充実・強
化を図るため，「総合臨床研修センター」を
設置し，高度医療を提供できる専門医を養
成する。 

Ⅲ 
 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

【専門医養成体制の充実・強化】 
○ 専門医資格取得に関する研究業績を充実させるため，海外学会への参加旅費支援を毎

年行っており，平成 28 年度から 30 年度までに専門研修医 48 人，指導医 34 人に対し
計 14,686千円の支援を行った。また，国内研修参加支援も行い，専門研修医 25 人に対
し 1,577 千円の支援を行った。 

 

【専門医養成体制の充実・
強化】 
○ 引き続き，専門医資格取
得に関する研究業績を充
実させるため，海外学会へ
の参加旅費支援を行う。 

（平成 31事業年度の実施状況） 

【専門医養成体制の充実・強化】 
○ 引き続き，専門医資格取得に関する研究業績を充実させるため，海外学会への参加旅

費支援を行い，専門研修医 19 人，指導医 12 人に対し 5,423 千円の支援を行った。ま
た，専門医養成体制の充実・強化を図るため，令和元年 10 月に卒後臨床研修センター
を改組し「総合臨床研修センター」を設置した。 

 

【47】 
医療人の専門性，国際性の向上及び臨床現
場への定着，復帰支援の ため，「メディカ
ルスタッフ教育研修センター」を設置し，教
育・研修体制を充実する。 

Ⅲ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

【専門的な医療人育成に係る取組】 
○ 平成 29 年度に日本病院薬剤師会のがん薬物療法認定薬剤師研修施設に認定されたこ
とにより，本院の薬剤師のみならず地域の薬剤師を受け入れてのがん専門薬剤師の研
修が可能となった。また，チーム医療における薬剤師の役割を強化するため，専門薬剤
師の育成及び質の向上を図っており，平成 30 年度に１人が日本医療薬学会認定薬剤師
を取得し，有資格者が 10人となった。 

 
【総合臨床研修センターの設置】 
○ 「総合臨床研修センター」(仮称)設置に向け，平成 30 年度に「総合臨床研修センタ
ー」(仮称)ＷＧを設置し，当該センター設置にあたって考慮すべき事項の確認，検討を
行った。 

 
【国際性向上へ向けた取組】 
○ 看護師の国際性向上のため，外国人講師による英会話研修を実施し，平成 28年度～30
年度までに計 31人の看護師が参加し，英会話のスキル向上を図った。 

 
【教育・研修体制の充実】 
◯ 看護師のシミュレーション教育の技術向上を目的として，平成 27 年度からハワイ大

学のシミュレーション教育研修に計６人派遣した。平成 30 年度からは国際連携本部の
講師派遣による「日常英会話トレーニング」の受講を開始した。また，地域の看護職員
の実践力向上のため，看護職員・看護学生・看護教員を対象とした「臨地実習指導者育
成研修」及び「学びなおし研修」を実施し，延べ 131人が受講した。さらに，「つがる
ブランド地域先導ナース育成事業」の「病院からつなぐ地域包括ケア看護実践者育成コ
ース」を実施し，本院看護部からの５人を含め 17人が受講した。 

 
◯ 国立大学附属病院長会議が主催する海外実務研修に，本院の管理栄養士が選考され，

台湾の６医療施設を訪問し，外国人患者の受入体制の整備状況や各職種間における連

【専門的な医療人育成に係
る取組】 
○ 新たに取得した専門薬
剤師の資格を最大限に発
揮できるよう，「がんゲノ
ム医療室」や「抗菌薬適正
使用支援チーム」に有資格
薬剤師を配属・専任させる
ための部内体制を整え，チ
ーム医療に能動的に参加
できるよう支援する。ま
た，各専門領域における専
門薬剤師の育成及び質の
向上を図るため，引き続
き，学会発表や論文作成を
支援する。 

 
【総合臨床研修センターの
設置】 
○ 令和元年 10 月に設置し
た「メディカルスタッフ教
育研修センター」におい
て，外部機関が開催する関
連研修会等への職員派遣
や院内向け講演会の開催
をし，知見を深める。得た
知見を活かし実施事業等
の検証を行い，その結果を
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携体制を調査するとともに，最先端の医療情報システムや質の高いサービスを学ぶ機
会が得られた。 

 

基により効果的なセンタ
ー運営を行い，一層のメデ
ィカルスタッフの質向上
を図る。 

 
【国際性向上へ向けた取
組】 
○ 看護師の国際性向上の
ため，外国人講師による英
会話研修を引き続き実施
し，英会話のスキル向上を
図る。 

 
【教育・研修体制の充実】 
○ 看護師のシミュレーシ
ョン教育の技術向上を目
的として，シミュレーショ
ン教育において世界有数
の施設であるハワイ大学
のシミュレーション教育
研修に派遣し，グローバル
な医療，看護の視点を持っ
た看護師育成及び技術向
上に取り組む。また，地域
の看護職員の実践力向上
のため，看護職員・看護学
生・看護教員を対象とした
「臨地実習指導者育成研
修」及び「学びなおし研修」
を計画・実施する。 

（平成 31事業年度の実施状況） 

【専門的な医療人育成に係る取組】 
○ 薬剤師の資質向上を図るとともにチーム医療に貢献できる薬剤師を育成するため，４ 
人の薬剤師が各専門領域における専門薬剤師の資格維持または新規取得に向けて，各
学術団体が主催する講習会や学会に参加した。また，今年度新たに４名の薬剤師が，妊
婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師，腎臓病薬物療法認定薬剤師，日本臨床薬理学会認定薬
剤師及びがん専門薬剤師の資格をそれぞれ取得した。加えて，薬物療法専門薬剤師研修
施設及び日本臨床薬理学会認定薬剤師制度研修施設に認定されたことにより，他施設
の薬剤師を受け入れての研修が可能となった。 

 
【総合臨床研修センターの設置】 
○ 「総合臨床研修センター」(仮称)設置検討ＷＧにおいて，当該センターのあり方や業
務内容等の検討を重ね，令和元年 10 月に「メディカルスタッフ教育研修センター」を
設置した。 

 
【国際性向上へ向けた取組】 
○ 看護師の国際性向上のため，外国人講師による英会話研修を引き続き実施し，計 11人

の看護師が参加し，英会話のスキル向上を図った。 
 
【教育・研修体制の充実】 
○ 看護師のシミュレーション教育の技術向上を目的として，シミュレーション教育にお

いて世界有数の施設であるハワイ大学のシミュレーション教育研修に平成 31 年度も２
人派遣し，グローバルな医療，看護の視点を持った看護師育成の機会となっている。ま
た，基本的看護技術研修，フィジカルアセスメント，急変時対応の研修項目にシミュレ
ーション教育を取り入れている。 

さらに，今年度も引き続き地域の看護職員の実践力向上のため，看護職員・看護学生・
看護教員を対象とした「臨地実習指導者育成研修」を実施し，計 66人が受講した。 
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【48】 
臨床試験管理センターに生物統計専門家等
を配置し，臨床研究及び臨床試験の支援体
制を強化する。英語研究論文年間 140 編以
上とする。 
 

Ⅳ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

【臨床研究支援体制の整備】 
○ 平成 30年度施行の臨床研究法に対応するため，臨床試験管理センターに生物統計・デ
ータ解析対応の教員１人，臨床研究のモニタリング・監査対応の教員２人を配置した。 

 
○ センターの組織体制を臨床研究支援部，治験支援部，及び事務局の３つの部門に再編
した。さらに，平成 30 年８月に本学臨床研究審査委員会が東北厚生局に認定され，平
成 30 年度は８回委員会を開催し，新規 16件，継続３件，変更８件について審査した。 

 
【先進的臨床研究及び成果の発信】 
◯ 先進的な臨床研究・開発を推進するため，平成 28 年度から本院独自の支援を行った。
医師主導型臨床研究 20件 9,650千円，先進医療技術７件 4,160 千円。 

 
◯ 研究成果の国際誌への投稿を推進するため，平成 29 年度から英文校正にかかる費用
の支援を行った。 

 
◯ こうした取り組みにより，平成 30 年度の英語論文数は平成 28年度の 97編から 44編
増の 141 編となり，中期計画で設定した特定機能病院の承認要件である 70 編の２倍と
なる高い目標値を達成するとともに，内容的にも以下に示すように国際水準を満たすも
のも多く，各種の賞を受賞するとともに，企業との共同研究により特許や実用につなが
っている。 

 
（主な研究・開発実績） 
○ 内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)の防災分野の課題「レジリエン
トな防災・減災機能の強化」において，摂南大学との共同研究として研究開発課題「被
災者のヘルスリテラシー向上を目的とした地域の医療防災ネットワークの構築 ―避
難所・病院・自治体・薬局をつなぐ新たな試み―」に参画。 
 東京において全国規模のフォーラムを開催し，その成果を「病院からの全患者避難」
としてとりまとめて出版。 
 全国の 3,000 病院を対象に病院防災体制の整備状況について調査を行い，日本災害医
学会及び日本生体医工学会総会において発表。 

 
◯ 京都大学等との共同研究による，新たな「先天性骨髄不全症」とその原因となる遺伝
子の変異を発見し，米国学術雑誌「The American Journal of Human Genetics」(IF9.924)
に掲載された。 

 
◯ 国立成育医療センター等との共同研究により，抗がん剤「6-メルカプトプリン」によ
る副作用の起こりやすさに関連する NUDT15 遺伝子の多型を詳細に解析する手法を確立
した。 

 
○ 米国 Sanford-Burnham-Prebys 研究所に教員２人を長期派遣し，ヒアルロン酸分解酵
素の共同研究を行い，細胞表面で作用する新規ヒアルロニダーゼを同定した。この研究

【臨床研究支援体制の整
備】 
○ 臨床研究が適正かつ円
滑に実施されるよう，実
施されている臨床試験の
監査・モニタリングが確
実に実施されているか定
期的に確認を行い，状況
に応じて，治験コーディ
ネーター（CRC）が当該業
務を支援する。 

 
【先進的臨床研究及び成果
の発信】 

○ 先進的な臨床研究・開
発，企業等との共同研究
を積極的に推進するとと
もにし，その成果につい
て英語論文による国際的
な発信に努める。 

○ これまでの高い研究成
果について，安全性を確
保しつつ実用につなげら
れるよう，引き続き共同
研究等を推進する。 
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成果は J.Biol.Chem.に公表し，Editor's Pick（編集委員長推薦論文）に採択され，糖
鎖生物学領域の最優秀論文として第１回箱守仙一郎賞を受賞した。 

 
○ 前立腺癌の診断精度を向上させる新規アッセイ法開発のため，富士フイルムとの共同
研究を行い，前立腺特異抗原の糖鎖変異を標的にした新規アッセイ法を確立し特許出願
した。この研究により共同研究員は第 104 回日本泌尿器学会総会賞を受賞した。 
 さらに，前立腺癌診断精度の向上のための癌性糖鎖変異 PSA（S2,3PSA）検査装置の開
発（知財特許（特願 2017-562101）が平成 30 年３月 30 日特許査定となり PCT申請済み
（PCT/JP2016/086537））。 

 
○ 日本医療研究開発機構（AMED）の先進機器開発プログラムにおいて，コニカミノルタ
と前立腺癌の新規バイオマーカーに関する共同研究を行い，従来法を凌駕する精度を有
する癌性糖鎖変異 PSA(LDN-PSA-Gi)検査装置のプロトタイプを開発した。この研究成果
は第 105 回日本泌尿器科学会総会総会賞を受賞した。同検査装置を用いて前立腺癌新規
バイオマーカーに関する多施設後ろ向き研究を行い，その有用性に関する論文発表
（Yoneyama et al., Cancer Sci. 2019 Aug;110(8):2573-2589.）を行った。 

 
○ 東京都中小企業振興公社の次世代イノベーション創出プロジェクト 2020 により，シ

ステムインスツルメンツ社(SIC)との共同研究を実施。前立腺特異抗原の癌性糖鎖変異
を検出できるモノクローナル抗体を２種類樹立した。 

 
○ 臓器移植の普及啓発及び移植医療の普及・向上の功績が認められ，臓器移植対策推進
功労者として本学泌尿器科学講座教授に厚生労働大臣より感謝状が授与された。 

 
○ 積水化学工業との共同研究により，癌性糖鎖変異 PSA の超高感度検出を可能にする基
盤装置の原理検証開発を実施した。 

 
○ 青森県が医療・健康福祉分野での産業振興を推進する「青森ライフイノベーション戦
略」に基づき，本院整形外科，青森県及び企業が連携して膝靭帯損傷時の簡易測定器「膝
関節運動テスタ（KMI）」を開発し，県の医工連携の製品化第１号として全国販売を開
始した。「KMI」は，膝の前十字靭帯損傷時に生じる緩み具合を数値化でき，携帯可能
でかつ価格も抑えたものであり診療所等への普及が期待される。 

 
◯ 県内の電気器具製造企業との共同研究により，3Dプリンターで腫瘍部分を着色し可視
化した実物大の膀胱や腎臓などの臓器模型を製作し，患者説明や術前訓練，医学教育用
として活用している。 

 
◯ 手術器械の効率的な管理を目的とした洗浄・滅菌可能なシリコンタグの開発，器械デ
ータを QR コード化し iPad 等での読み取りとデータ管理が可能となるシステムを県内
の企業と共同開発した。器械の情報が画像でも確認できルことにより，医療職以外のス
タッフに管理の一部を移管することが可能となるため看護師の業務削減が期待される。 
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（平成 31事業年度の実施状況） 

【臨床研究支援体制の整備】 
○ よりよい臨床研究支援体制にするため，本院の「臨床研究標準業務手順書」を改訂し
た。臨床試験管理センターのホームページもリニューアルし，各種申請のアップロード
機能等を充実させた。 

 
【先進的臨床研究及び成果の発信】 
◯ 引き続き，医師主導型臨床研究，英文校正等にかかる支援を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（主な研究・開発実績） 
◯ 富士フイルムとの共同研究により開発した検査装置を用い，S2,3PSA 検査の薬事申請
にかかる臨床性能試験を実施し，令和２年６月に PMDA に薬事申請予定。 

 
◯ コニカミノルタとの共同研究により，癌性糖鎖変異 PSA（LDN-PSA-Gi 検査）の前立腺
癌診断におけるバイオマーカー価値検証，LDN-PSA-Gi の前立腺癌細胞における合成機
序に関する基礎研究を実施した。 

 
◯ システムインスツルメンツ社（SIC）との共同研究により，前年度に樹立した前立腺特
異抗原糖鎖の癌性変異を検出できるモノクローナル抗体の２種類の特性，機能解析を実
施した。その成果を共同出願にて特許申請準備中である。 

 
◯ 積水化学工業との共同研究により，癌性糖鎖変異 PSA の超高感度検出を可能にする基
盤装置の原理検証開発を実施した。得られた成果を共同出願にて特許申請準備中であ
る。 

 

 

【49】 
国の財政状況等を踏まえ，老朽化した病棟
の改修計画を進める。さらに，医療機器等を
マスタープランに則り計画的に更新し基盤
整備を行う。 

Ⅳ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

【病棟新営に係る取組】 
○ 老朽化した病棟の整備計画について，平成 31年度概算要求として「病棟新営」を文部
科学省へ提出し，予算内示を受けた。病棟新営に向けて基本設計を策定した。 

 
【医療機器の計画的更新】 
○ 平成 28年度から平成 30 年度における医療機器の更新・整備については，３年間で総
額 2,343,642 千円の予算を確保し生命維持装置等の更新のほか，平成 30年度はハイブ

【病棟新営に係る取組】 
○ 令和元年度に着工予定

の病棟新営事業につい
て，令和４年度の完成に
向けて計画を推し進め
る。 

 
【医療機器の計画的更新】 

項目

医師主導型臨床研究
４件

3,000千円

11件

4,050千円

５件

2,600千円

３件

1,450千円

先進医療技術
２件

2,000千円

２件

1,000千円

３件

1,160千円

０件

０円

英文校正費用支援 ― ―
７０件

2,776千円

８９件

4,363千円

H31年度H30年度H29年度H28年度
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リッド手術システムの新規整備を行うなど高度医療に必要となる診療基盤の充実を図
った。 

 
【収益力強化のための取組】 
○ 施設・設備の改善を含め，計画的に整備するために必要となる財源の確保のため，増

収，経費節減の両方からの取り組みを行った。 
 
○ 下記のような取組を行い，３か年で 2,207百万円の増収（対平成 27 年度比）。 
平成 28年度－臨床工学技士を増員し体制を整備したことによる特定集中治療室管理料

の上位区分への変更，医師事務作業補助体制加算の新規算定等。 
平成 29年度－ハイケアユニット入院医療管理料，急性期看護補助体制加算，看護職

員夜間配置加算の上位区分への変更，手術枠の見直しによる手術室の
効率的運用等。 

平成 30年度－抗菌薬適正使用支援加算の新規算定，診療録管理体制加算及び後発医薬
品使用体制加算の上位区分への変更等。 

 
○ 医薬品・医療材料・医療機器について品目の見直し及び価格交渉サポート等価格交渉

の強化・共同調達，後発医薬品の採用の促進などにより，３か年で計 255 百万円を節
減。 

 
○ 毎年度院内予算配分において，本院の機能強化，経営貢献，労働時間短縮等に関する

指標を基に各診療科等へインセンティブ配分を実施し，診療科における経営意識を高
めている。平成 30 年度は 13 項目 75,528千円（診療科等配分額の 36%）を配分。 

 
○ HOMAS2 により診断群分類別の収益性データを分析し，平成 31 年２月に熊本で開催さ
れた大学病院情報マネジメント部門連絡会議にてポスター発表を行った。 
 国立大学病院データベースセンター(DBC)が提供している経営分析システム「A#」を活
用し，診断群分類別の費用構造と経費率を分析した。この取組が DBC から評価され，大
学情報マネジメント部門連絡会議にてセッション発表を行った。 

 

○ 今後も自己財源や借入
金等を活用し，計画的な医
療機器の更新・整備を行
う。 

 
【収益力強化のための取
組】 
○ 診療報酬の改訂や病床

稼働率などの経営指標を
見極めながら，施設基準
の新規・上位区分の届出
や患者数増，診療単価増
に向け積極的に取り組
む。 

 
○ 引き続き，品目の見直し
及び価格交渉の強化，後
発医薬品の採用の促進な
どにより，経費節減に努
める。 

 
○ インセンティブ配分を
見直しながら，各診療科
における経営意識を更に
高める。 

 
○ これまで，病棟改修及び

医療機器等の計画的な更
新を推進するとともに，
これを可能とするための
増収・経費削減に積極的
に取り組み，併せて戦略
的な予算配分を行い病院
内における経営意識を高
めるなど，すでに十分な
成果を実現しており，取
り組みを継続，改善を図
ることで，中期計画を上
回る成果を実現すること
ができる。 

 

（平成 31事業年度の実施状況） 

【病棟新営に係る取組】 
○ 平成 31年度概算要求として認められた「病棟新営」について実施設計を策定し，令和
２年１月に着工した。 

 
【医療機器の計画的更新】 
○ 医療機器更新・整備について，約 3.6 億円の予算を確保し，血液浄化装置等，更新計
画に基づいた整備を行うとともに，財政投融資を活用し高精度磁気共鳴断層撮影装置
(MRI)を１台増設した。 

 
【収益力強化のための取組】 
○ ハイブリッド手術室の本格稼働，外来化学療法室３床増床により，病院収入は平成 30
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年度比 1,472百万円増の 22,789百万円となった。 
 
 
 
 
 
 

 
○ 医薬品・医療材料・医療機器の価格交渉の強化などにより，更に計 152 百万円の経費

を節減。 
 
○ 各診療科における経営意識を高めるため，インセンティブ配分を増やし，13 項目
89,072千円（診療科等配分額の 39%）とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

19,110 19,369
20,897 21,317

22,789

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（千円）
インセンティブ項目 項目詳細 H28 H29 H30 H31

英語論文 4,740 3,780 2,910 廃止

医師主導型臨床試験 2,200 3,000 3,450 3,000

先進医療実施体制 1,200 1,800 1,800 2,100

CPC（剖検率） 1,425 2,800 3,000 2,800

収支に対する評価 30,000 30,000 40,000 40,000

労務に対する評価 10,000 10,000 10,000 10,000

特別調整加算 10,600 17,000 11,200 16,000

診断書作成加算 1,504 1,560 1,557

診療施設等に対する評価 5,616

退院時サマリ作成率加算 351 587 廃止

医療材料費節減加算 329 194 368 533

医薬品費節減加算 1,925

（４）セカンドオピニオン加算 - 160 190 130 190

（５）院内研修会出席率加算 - 410 515 544

（６）労働時間短縮加算 - 8 4,807

合計 60,654 71,029 75,528 89,072

予算配分額に占める割合（％） 31.42 35.03 35.55 38.67

（１）附属病院機能強化への
　　　貢献に対するインセンティブ

（２）経営貢献に対する
　　　インセンティブ

（３）医療費節減加算

（百万円） 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上 
(3) その他の目標 
 ④ 附属学校に関する目標 

  

中
期
目
標  

 
【23】教育学部及び教職大学院の方針・計画に基づき，附属学校の機能を最大限発揮できるガバナンス体制を構築する。 
【24】教育学部や教職大学院が地域社会と密接に連携・協働し，高度で先進的な教育の実践・研究の場としての機能を強化する。 
【25】教育実習生の実践的指導力の向上に重点をおいた教育実習指導を展開する。 

 

中期計画 
進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

平成 31事業年度までの実施状況 令和２及び３事業年度の実施予定 

【50】 
学部長・研究科長のリーダーシップの下，附属学校における
教育・研究・教員養成に関して学校運営体制の見直しを行う。 

Ⅳ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

○ 新たな附属学校園運営体制への移行に向けた運営方針
の作成を完了し，全国の附属学校に先駆け，附属小学校，
附属中学校，附属特別支援学校の校長を全国公募により募
集し，校長適任者を選考した。 

 
○学部，教職大学院との連携を強化するため附属学校園運
営協議会を設置するとともに，平成 31 年度から，附属学
校担当副学部長を統括校長に配置し，附属学校園間の連携
並びに附属学校園と学部，教職大学院との連携を強化する
ための組織体制を整備した。 

 

 
○ 学部長のリーダーシップの下,学
部と附属学校の連携を図りながら，
新たな運営体制に基づき，附属学校
の円滑な運営を進める。 
 
○ 附属学校園全体で一貫した教育
を展開するための指針に基づいて
活動の充実を図る。 
 
○ 第４期中期計画期間に向けて附
属学校園の規模の適正化と研修機
能の強化に関する検討を行うこと
により，第３期中期計画の実績を更
に進展させる。 
 
○ すでに全国に先駆けて校長の常
勤化をはじめとした附属学校のガ
バナンスの強化を進めるなど体制
を整備するとともに，共同研究,地
域実装まで展開しており，さらに，
こうした取り組みを推し進めるこ
とにより,中期計画を上回る取り
組みを積み重ねることができる。 

（平成 31事業年度の実施状況） 

○ 統括校長，各学校園の専任校長による新たな管理運営体
制を開始させた。新管理運営体制が円滑に進むように，附
属学校経営企画会議及び附属学校運営会議を新たに立ち
上げてガバナンスの強化を図った。 

 
○ 附属学校副統括校長を中心とし，学部・教職大学院・附
属学校が連携する教育実践共通研究推進委員会のもとで，
附属学校園全体で一貫した教育を展開するための共同研
究テーマについて検討を進め設定した。 

 
○ 附属中学校において，県内の遠隔地の公立学校との共同
教員研修会を実施した。八戸市内の中学校の全教員 26 名
と，授業参観及び教科ごとの質疑応答，校内研究に関する
情報交換を行われるなど双方にとって非常に有意義なも
のとなり，今後，広域な連携を更に発展させていくことが
期待できるものとなった。 
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○ 以上のとおり，学部長のリーダーシップの下，全国に先 
駆けて校長の常勤化をはじめとした附属学校のガバナン
スの強化を進めるとともに，統括校長の配置や学部・教職
大学院及び地域との連携体制を強化するための制度設計
及びその実装まで展開しており，中期計画を上回る取り
組みを実施している。 

 

【51】 
教育委員会や公立学校などと連携を図り，地域が抱える教育
課題の解決のため，環境教育，健康教育，インクルーシブ教
育等の教育プログラムを研究・開発する。 

Ⅳ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

○ 教育委員会と展開する連携推進協議会の活動において，
環境教育，健康教育，インクルーシブ教育等に関する地域
ニーズの把握を行った。 
 これに基づき，学部・研究科との連携による新たな教育
プログラムの研究・開発のための制度設計を行った。 

 
○ 環境教育については，青森県教育委員会からの要望によ
り必修科目とした「あおもりの教育Ⅰ（環境）」（独自テ
ーマ科目）をベースに,弘前大学地域戦略研究所新エネル
ギー研究部門との連携により,附属中学校での環境教育プ
ログラムの開発を行い,平成 30 年度に試行した。 

 
○ 健康教育については「教室内温熱・空気環境のマルチポ
イント同期計測システムの保健学習における活用」の研究
を進め，教育システム情報学会 JsiSE2017 第 42 回全国大
会（平成 29 年 8 月）において発表し，その概要が同大会
の冊子に掲載された。 
 学部の保健体育講座等との間で「附属学校園健康教育推
進事業（新規）」を立ち上げ，各学校園で健康教育全体計
画及び年間指導計画の作成を行うとともに，幼・小・中一
貫した健康教育のあり方についての制度設計を行った。ま
た,すでに健康教育の重点化を行っている特別支援学校と
連携する体制を整えた。 

 
○ インクルーシブ教育については，特別支援学校におい
て，国立大学附属学校で唯一，スポーツ庁委託事業
「Special プロジェクト 2020（特別支援学校等を活用し
た地域における障害者スポーツの拠点づくり事業）」を受
託し，障害者スポーツの拠点としての機能を明確にする
ため，附属特別支援学校が中心となり地域の学校や社会
福祉協議会，総合型スポーツクラブとの連携による「弘前
大学モデル」を開発した。 

 
○ 附属学校園におけるインクルーシブ教育システムの推 

 
○ 健康教育プログラムについて検
証を進めその定着を図る。 

 
○ 教職大学院の環境教育をベース
にした教育プログラムについて附
属中学校を中心に試行し，その効
果の検証を進め改善を図る。 

 
○ 附属小学校に設置した学習支援
室を中心に，附属学校園が連携し
て，インクルーシブ教育推進のた
め，通常の学級における特別支援
教育の教育プログラムの研究・開
発を行い，学習支援室の拡充につ
いての方向性を定めていく。 

 
○ これまでの成果に加え，以上のよ

うな効果の検証と改善を図ること
により，更に中期計画を上回る成
果の上乗せを実現できる見通しで
ある。 
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進に向け，平成 29 年４月に幼・小・中の子供を対象の学
習支援室（ぴあルーム）を設置した。 
 通常の学級における特別支援教育や通級指導の教育プ
ログラムについて，研究成果を地域に発信した。 

 
○ 地域のニーズに沿った健康教育，環境教育等を展開する
ため，学部・研究科との連携による新たな教育プログラム
の研究・開発を進めた。（平成 28～30 年度） 
 

○ 以上のとおり，教育委員会などと連携を図り，地域が抱 
える教育課題を的確に把握しながら，その解決のため，環
境教育，健康教育，インクルーシブ教育等の教育プログラ
ムを研究・開発し，実践に移してきた。 

  さらに，附属特別支援学校による地域の障害者スポー
ツの拠点づくりや「弘前大学モデル」の開発による社会実
装についても取り組んでおり，平成 29 年度・平成 30 年
度の「国立教員養成大学・学部・大学院・附属学校改革の
特色ある取り組み事例」（文部科学省）に２年連続して選
出され，全国的へ情報発信されている。 

 

（平成 31事業年度の実施状況） 

○ 附属学校園健康教育協議会を中心に健康教育プログラ
ムの試行・検証を進めるとともに，教職大学院の環境教育
をベースにした教育プログラムについて附属中学校を中
心に試行し，地域の教育委員会との連携協議会等を通じて
成果を発信した。 

 
○ 附属小学校に設置した学習支援室を中心に，附属学校園
が連携して，インクルーシブ教育推進のため，通常の学級
における特別支援教育の教育プログラムの研究・開発を行
うとともに，その成果について，公開の研修会等を通じて
地域に発信した。 
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【52】総合大学の強みを活用し，学部・研究科を超えた多様
な学問領域を融合し，アクティブ・ラーニングをはじめとす
る新しい教育方法の研究・開発を行う。 

Ⅲ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

○ アクティブ・ラーニング等をはじめとする新しい指導方 
法について，児童・生徒が身に付けるべき資質・能力や教
科横断的・教科連携的な指導の視点から研究方針を策定
した。（平成 28年度） 

[研究会等活動実績] 

 
○ 次期改定学習指導要領を見据えた新しい教育方法の研 
究・開発を行い，その成果について公開研究会等を通じて
地域に発信した。（平成 29 年度） 

[研究会等活動実績] 

 
○ 教職大学院において他学部等と連携して行っている地 
域課題への取組をモデルとして，学識的知見を活かし，次
期改訂学習指導要領を見据えた新しい教育方法の研究・
開発を行った。また，その成果について，公開研究会等を
通じて地域に発信した。（平成 30年度） 

[研究会等活動実績] 

区   分 参加者数 

(附属中学校) 

公開研究会「次期学習指導要領」について 
230人 

 

区  分 参加者数 

(附属小学校) 

公開研究発表会「共に学ぶ～アクティブ・ラー

ニングの視点を生かして～」 

600人 

(附属特別支援学校) 

展覧会「あそびのかたち・生きる跡」 
570人 

区  分 参加者数 

(附属中学校) 
公開授業研修会「深い学び」について 

120人 

(附属特別支援学校) 

公開研究会「豊かに表現する児童生徒を育む授

業の在り方」 

31人 

 
○ 教職大学院において他学部・他研

究科と連携して行われている地域
課題への取組をモデルとして，学
識的知見を活かし，次期改訂学習
指導要領を見据えた新しい教育方
法の研究・開発について，令和２年
度からの小学校での学習指導要領
の本格実施，令和３年度からの中
学校での本格実施を踏まえて，実
践の展開を通じて検証を進める。
その成果について，更なる発信・普
及の充実を図っていく。 
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 （平成 31事業年度の実施状況） 

○ 教職大学院において他学部・他研究科と連携して行っ
ている地域課題への取組をモデルとして，次期改訂学習
指導要領を見据えた新しい教育方法の研究・開発につい
て，段階的に実践へと移行した。またその成果について
は，公開研究会等を通じて地域に発信した。 

○ 附属学校教員と教育学部教員等が連携して，新たな教
育プログラムの研究等を行う制度として，「弘前大学教育
学部附属学校共同研究奨励費」助成事業を継続して実施
し，平成 31 年度は 18 件の研究に合計 1,083 千円を助成
した。 

○ 地域との連携による共生社会を目指した障害のある子
どもたちアクティブ・ラーニングモデルの開発・展開し
た。 

[研究会等活動実績] 
 

区    分 参加者数 

(附属幼稚園)公開研究会 50人 

(附属小学校)公開研究会 550人 

(附属中学校)公開研究授業 80人 

(附属特別支援学校) 

学習会「発達性強調運動障害（ＤＣＤ）」 
124人 

(附属特別支援学校) 

造形作品展「みんなのすき～Ｒのミライへ～」 
250人 

 

【53】 
教育学部及び教職大学院との連携の下，附属学校教員と学生
とによる協働的な省察活動を組み入れた質の高い教育実習
指導体制を構築することで，多様で困難な教育課題に対して
も果敢に取り組み，柔軟かつ適切に対処できる実践的指導力
を育成する。 

Ⅲ （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 

○ 学部教員・附属学校教員と学生とによる協働的な省察活
動を組み入れた質の高い教育実習指導体制を整備した。
（平成 28年度） 

○ 学部，研究科及び附属学校教員と学生による協働的な省
察活動を組み入れた教育実習指導体制の下，ポートフォ
リオを活用した学生の自律的発展力の開発を図った。（平
成 29 年度） 

○ 学部，研究科及び附属学校教員と学生による協働的な省
察活動を組み入れた教育実習指導体制の拡充を図るとと
もに，ポートフォリオを活用することによって，学生の自
律的発展力の開発と客観的評価の指標を作成した。（平成
30 年度） 

 
○ 教職大学院と附属学校教員との 

連携による学部の教育実習指導体
制を充実させる。 

 
○ 附属学校教員と学生による協働 
的な省察活動を組み入れた実習に
関する調査・検証を行うとともに，
学生が自立的・協働的に実習を進
めるために「教育実習てびき」を改
定する。 
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 （平成 31事業年度の実施状況） 

○ 学部，研究科及び附属学校教員と学生による協働的な省 
察活動を組み入れた教育実習指導体制の拡充と学生数の
変化に対応した更新を図るとともに，ポートフォリオの
活用による学生の自律的発展力の開発と，その客観的評
価を行うための指標作成を進めた。 

○ 新たな附属学校運営体制への移行に伴い，学部，研究科 
及び附属学校がより密接に連携した教育実習指導体制を
構築した。 

○ 教育実習部門会議に，ガバナンス改革により配置された 
常勤校長を附属と学部研究科の調整役（企画・運営を含
む）として位置付け，連携の強化を図るとともに，実習に
おける学生の個別的対応体制を強化した。 
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項等 

 

○教育研究等の質の向上に関する全体的な状況について 
 
１．教育 
○教育学部附属教員養成学研究開発センターによる教員養成 IRの推進 
 計画番号【３】 
・ 教員養成学部・大学での IR は始まったばかりであり，教員養成カリキュラム

の効果検証をテーマとし，地域の学校教員養成機能の強化という教育学部・教育
学研究科の目的の達成を基礎づけるものである。①近年大学に求められている教
学 IR（institutional research）の確立と，②教員就職率の向上という全国の教
育学部・大学が抱える二つの課題を視野に収めつつ，③客観的なデータに基づき
教員養成カリキュラムとそれに基づく指導の改善に向けた具体的知見が示され
ている点で，その研究的・実践的意義は大きいと考える。在学生の出身高校偏差
値，入試区分，半期毎の GPA，１年次から４年次までの教職意識調査結果などを
一括した IR データベースにもとづく研究の成果は，全国の国立教員養成大学・
学部からなる日本教育大学協会から高く評価され，その研究誌である日本教育大
学協会研究年報（令和２年３月）に推薦論文として掲載された。 

 
○主体的・能動的学修の推進 計画番号【４】【14】 
・ 主体的・能動的学修を展開するため，主に教養教育を行う総合教育棟の講義室
をアクティブ・ラーニング用途に更新し，アクティブ・ラーニングを展開するた
めの学習環境を改善している。これにより，教養教育におけるアクティブ・ラー
ニング導入率は，平成 31 年度 61.9％となり，前年度に引き続き，中期計画目標
値 50％以上を大きく上回っている。 

 
○地域の人材や資源を活用した実践的な授業の拡充 計画番号【６】 
・ 本学では，平成 26 年度の『「地域志向」大学改革宣言（学長宣言）』以降，地
域が抱える課題の解決に貢献する取組を進めている。平成 31 年度は地域志向科
目を 336 科目開講し，第３期中期計画に掲げる地域志向科目 200科目以上開講の
目標値を上回った。また，地域（自治体や企業）の人材をゲストスピーカーとし
て活用して授業を行った。これらにより，県内就職志望率は平成 26 年度 36.8％
から，平成 31 年度 50.1％と前年度に引き続き目標値を達成し，地域の課題解決
に取り組む意欲と能力を持った人材の育成に貢献した。 

 
○地域の社会人の学び直しのための教育プログラムの開発・実施 計画番号【６】 
・ 社会人の学び直しの場として「弘前大学グリーンカレッジ」を開講している。
平成 31 年度は，教養教育科目から学期ごとに 100 科目以上をグリーンカレッジ
開放科目とし，18人の社会人を受け入れた。これをきっかけとして，平成 31年 

 
 
度に学部等の科目等履修生に２人が入学しており，社会人の学び直しに貢献して
いる。 

  また，「弘前大学グリーンカレッジ履修証明プログラム」として，教養教育科
目を用いて，令和２年度から「アートワールドひろさきキュアプログラム」を開
設，修了者には「ひろだいアートサポーター」の称号を授与することとし，社会
人の学び直しの機会を充実した。 

 
○「地域を志向したキャリア教育」の充実 計画番号【７】 
・ 平成 31 年度は，初年次キャリア教育科目として「キャリア形成の基礎（１年

次必修）」の高次元化として２年次生を対象に「キャリア形成の発展（３学部選
択必修）」を 24 授業開講し，913人が受講した。また，３年次生対象の高年次キ
ャリア教育科目「キャリア形成の発展（３学部必修）」を７授業開講し，837 人
が受講した。また，平成 28 年度からこれまで実施してきた学部４年間にわたる
体系的なキャリア教育を見直し，新たなキャリア教育を令和２年度から試行する
予定である。 

 
○教職大学院・教職員支援機構・県教委の三者連携による中堅教員研修プログラム

の開発と展開 計画番号【11】 
・ 本学教職大学院は，「教員の資質向上のための研修プログラム開発支援事業」

（教職員支援機構公募事業：単年度契約）に，開設時の平成 29 年度から平成 31
年度にかけて３年連続で採択され，青森県教育委員会と連携し学び続ける資質能
力をもったミドルリーダー養成のための研修開発プログラムの開発に取り組ん
だ。 
県教委学校教育課指導主事及び青森県総合学校教育センター指導主事との間

で「ミドルリーダー養成研修プログラム開発協議会」を組織し，協議会，研修会，
研修講座検討会，他大学・他県教育委員会の視察・資料収集を３年間にわたり展
開することにより，青森県のミドルリーダー養成研修プログラムの企画・実施・
運営・評価等について検討し，研修プログラムを開発した。このプログラムを教
職大学院のカリキュラムに反映させるとともに，平成 31 年度には青森県教育委
員会及び青森県中核市（青森市・八戸市）中堅教員研修会において企画・運営・
実施を試行，理論と実践の融合により教員の資質向上を目指す教職大学院のリソ
ースを地域に展開し好評を得た。その結果，令和２年度から，青森県，青森市，
八戸市教育委員会中堅教員研修会の正式なプログラムとして採用されることと
なった。 
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○学生の経済支援の充実 計画番号【16】 
・ 大学独自の「弘前大学大学院振興基金」について，学生の経済支援の充実のた
め，従前より実施していた授業料免除に加え，平成 31 年度は新たに入学料免除
を実施し，60人（全額免除２人，半額免除 58 人）の学生の経済支援を行った。 

 
○学生参加型の選書 計画番号【30】 
・ 図書選定のための新たな取組として，平成 29 年度から，学生参加型の選書ツ
アー「Book Hunting」を実施している。この取り組みの成果として，平成 29 年
度には 180冊，平成 30年度には 313冊，平成 31年度には 183冊の図書を整備し
た。平成 30 年度からは，「Book Hunting」によって整備された図書の専用コー
ナーを新設することによって，当該図書の利用促進を図った。選定された図書は
平成 31 年度のベスト貸出しの上位に３点入るなど，貸出状況は良好に推移し，
学生に対する読書推進のための活動に大いに寄与している。 

 
○学内組織との連携による資料整備 計画番号【30】 
・ 平成 28 年度より，教養教育開発実践センター及び国際連携本部に対して，グ

ローバル人材・地域志向型人材・イノベーション創出人材養成のための関連資料
の選定を依頼している。平成 28 年度には 1,131冊，平成 29年度には 1,036冊，
平成 30年度には 566冊，平成 31 年度には 788 冊の図書類の整備を図ることによ
って，地域の人材や資源を活用した実践的な授業への支援に寄与した。 

 
 
２．研究 
○研究者海外派遣事業の実施 計画番号【23】 
・ 平成 31 年度の新規事業として，国際的な研究者間の交流，若手研究者のネッ
トワーク形成を推進し，優れた中堅・若手教員を海外の大学・研究機関に派遣す
ることにより，共同研究等の機会を提供するとともに，国際共著論文数の増加及
び国際研究拠点の構築等を目指すことを目的として，平成 31 年度から実施し，
３件を採択した。（研究費配分総額： 1,500千円）。 

 
○国際研究拠点形成支援事業の実施 計画番号【23】 
・ 平成 31 年度の新規事業として，本学の特色ある分野における国際的な研究交

流拠点の構築とともに，研究者間の交流，若手研究者のネットワーク形成を推進
することを目的として，共同研究，国際シンポジウム，セミナー，研究者交流等
を効果的に組み合わせて実施する事業に対して経費を支援するもの。平成 31 年
度から初めて実施し，３件採択した。（研究費配分総額：2,980千円）。 

 
 
 

○学内研究助成事業の見直し・推進 計画番号【24】【32-1】 
・ 「機関研究」の募集種目を見直し，新規性・競争的優位性のある「次世代機関

研究」に「文理融合型」枠を設けた。平成 31 年度は，研究レベルやキャリアに応
じた,本学を代表する研究に対して，以下のとおり重点配分した。 
「弘前大学機関研究」  
採択件数：３件，研究費配分総額：23,000 千円  
「弘前大学若手機関研究」  
採択件数：１件，研究費配分総額： 3,000 千円 （継続課題のみ） 
「弘前大学次世代機関研究」  
採択件数：２件，研究費配分総額： 4,000 千円 

 
・ 学内研究助成事業として平成 26 年度から実施している，若手及び新任研究者

が一人で取り組む将来の発展が期待できる独創的な研究を対象とした「若手・新
任研究者支援事業」を，平成 30 年度からは科研費公募時の審査区分表において
異なる中区分に該当する複数の研究者で組織された研究課題を支援する「異分野
連携型若手研究支援事業」へと再編し，平成 30 年度は 11 件へ計 10,987 千円，
平成 31年度は 11件へ計 10,765千円を助成した。平成 26 年度に「若手・新任研
究者支援事業」で支援した若手研究者が，平成 31年度の「弘前大学学術特別賞」
において「学術特別賞（遠藤賞）」を受賞したほか，平成 26年度から平成 30年
度に「若手・新任研究者支援事業」及び「異分野連携型若手研究支援事業」で支
援した若手研究者が，平成 26 年度から平成 31 年度までの「若手優秀論文賞」受
賞者 15人中 10 人を占めるなど，着実に成果が現れている。 

 
・ 「弘前大学研究論文校閲料支援事業」を実施し，外国語による研究論文を国際

ジャーナル等各種の学術雑誌へ投稿する際必要となる経費を支援した。本学の海
外投稿論文及び国際共著論文数の増加につながる取組とした。（平成 31 年度支
援実績 36件） 

 
○弘前大学 COI 拠点の独創的な取組 計画番号【29-1】 
・ 弘前大学 COI研究推進機構の取り組みが，プラチナ構想ネットワーク（会長：

小宮山 宏）主催「第 7 回プラチナ大賞」の最高賞である大賞・総務大臣賞を受
賞した(令和元年 11 月)。「プラチナ大賞」は，社会や地域の課題を新たな取り
組みで解決する自治体や企業を表彰し，社会モデルとして広げることを目的とし
て設立され，今回は，全国の自治体や企業等から 50 件の応募があり，一次審査
によって 13 件の取組が選出。最終審査発表会・表彰式において首長や企業の経
営トップ等が各取組を発表し，弘前大学 COI研究推進機構の取り組みが各賞の中
で最も優れたものとして表彰された。平成 31年度の「第１回 日本オープンイノ
ベーション大賞」において「内閣総理大臣賞」の受賞に続き，２年連続の大きな
受賞となった。 
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○研究・イノベーション推進機構の改組 計画番号【30-1】 
・ 研究基盤支援を総合的かつ戦略的に実施するため，平成 31 年度に研究・イノ
ベーション推進機構の改組を行った。学内共同教育研究施設である機器分析セン
ターを廃止し，同センターの機能を引き継いだ「共用機器基盤センター」を機構
に設置し，全学的な研究機器の整備や機器共用化の一層の推進に取り組み，設備
共用化推進経費支援制度を新設し，学部の遊休研究設備のリユース・アップグレ
ードに対する経費を支援するなどの取組を開始し。また，「研究戦略室」を「研
究イノベーション推進戦略室」に改称し，研究基盤支援の企画・立案機能の強化
を図るほか，「URA室」を設置して，URAの組織としての位置付けを明確化した。 

 
○学術情報の収集・発信 計画番号【30】 
・ 弘前大学学術情報リポジトリは，平成 19 年３月に公開されて以来，学術論文
等，の学内の研究成果を登録してきた。令和２年３月末おいて，全体のコンテン
ツ数は 5,901件に上っている。ダウンロード数は累計で 500万件を突破し，平成
31 年度には 584,369件（昨年度：348,735件 前年比：1.7倍）がダウンロードさ
れることによって，学術情報の収集・発信等に大きく寄与している。 
また，弘前大学，弘前学院大学，東北女子大学・東北女子短期大学，弘前医療

福祉大学との間で，地域の研究成果を発信する目的で，平成 22 年度に設置され
た「ひろさき地域リポジトリ」は，主として紀要に掲載された論文のコンテンツ
を登録してきた。「地域リポジトリ」を立ち上げている大学は全国で 10 か所の
みであって，弘前大学は地域の知の拠点として，他大学のコンテンツ登録をサポ
ートしてきた。その結果，コンテンツ数 907 件に上っている。平成 31 年度には
145,339 件（昨年度：118,909 件 前年比：1.2 倍）がダウンロードされることに
よって，地域の学術情報の収集・発信等に大きく寄与している。 

 
○科研費獲得のための取組 計画番号【70】 
・ 毎年度，「科研費申請の基本方針」を策定し，各教員に対して，科研費申請を
促し，採択に向けてアカデミックチェックの義務付けなどの研究計画調書の質の
向上に取り組むよう求めている。また，科研費獲得向上スキルセミナーや科研費
説明会を開催し，研究計画調書の書き方や採択に向けてのノウハウ等について，
学内外の講師を活用し，採択向上の取組を継続的に実施している。平成 31 年度
の科研費獲得は，採択件数 382件，採択金額 677,560千円，件数については，第
３期中において４年連続過去最高となり，科研費獲得に向けた取組の成果が着実
に現れている。 

 
 
 
 
 

３．社会との連携や社会貢献 
○教育行政機関と教・医連携による地域の教育課題解決へ向けた取組 計画番号
【３】【11】【51】 
・ 平成 27 年度に近隣６市町村教育委員会，教育学部・医学研究科との間で，地

域の教育・健康課題，地域の教育力向上，次世代の教員養成に関する目的連携協
定を締結し，「健康教育」「インクルーシブ教育システム構築」「地域協働型教
員養成」について平成 28 年度から本格的に事業展開した。青森県の課題でもあ
る短命県返上を目的とした子どもたちの学校における健康教育のサポート（教育
学部，教職大学院と医学研究科社会医学講座との連携）や，地域の教育課題であ
るインクルーシブ教育システム構築（教育学部，教育学研究科，医学研究科附属
子どものこころの発達研究センターとの連携）など，教育行政機関のみでは実施
が困難な教育課題解決に教育委員会と連携して取り組んだ。 
平成 27 年から健康教育推進事業（研修会８回：総参加者数 708 名），インク

ルーシブ教育システム構築推進事業（研修会９回：総参加者数 1,307 名），地域
コラボレーション活動（総派遣学生数 644 名）を実施した。その結果，地域の６
市町村の公立学校への健康教育プログラムの普及につながった。また，インクル
ーシブ教育システム構築においては，学校のみならず幼稚園教諭や保護者を含め
た地域の就学支援システムの構築の足掛かりになった。本取組は，「国立教員養
成大学・学部，大学院，附属学校の改革に関する取組状況について～グッドプラ
クティスの共有と発信に向けた事例集～Vol.１」に取り上げられた。 
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○ボランティアセンターによる自治体等と連携したボランティア活動の推進 
計画番号【35】 

・ ボランティアセンターは東日本大震災を機に設立され，ボランティアを通じて
本学のシーズの一つである学生力を活用し，地域課題解決に資する取組を組織間
連携のもとに行うとともに，地域課題の理解促進等の教育的効果の付与などを通
じて，積極的に地域社会の発展に貢献する人材の育成に寄与してきた。平成 31 年
度には，サイバー防犯ボランティア（実施：平成 29年度～）の学生延べ 36 名の
活動が評価を得て，青森県警察本部から表彰を受けた。 
また，平成 30 年からは，子どもの貧困問題・孤食問題に積極的にも取り組ん

でおり，弘前市，青森県社会福祉協議会，八戸学院大学などと連携して公開講座
及び連絡会を開催し，子ども食堂の運営・開業サポート等を行った結果，平成 31
年度の青森県内の小学校数に対する子ども食堂の充足率が 5%弱から 10％強へ上
昇，弘前市内では 10％弱から 24％強へ上昇し，地域課題の解決に寄与した。 

 
○研究機関・博物館・大学の共同研究による「文献観光資源学」の推進 
 計画番号【25】 
・ 平成 29 年度に大学共同利用機関法人人間文化機構国文学研究資料館（以下「国
文研」という。）と弘前大学教育学部，弘前大学人文社会科学部，及び津軽地方
の公的資料所蔵機関である弘前市教育委員会（弘前市立弘前図書館・弘前市立博
物館），青森県立郷土館の五者が覚書を締結し「津軽デジタル風土記の構築」プ
ロジェクトを展開した。「津軽デジタル風土記の構築」プロジェクトは，国文研
が推進する「文献観光資源学」の中の柱の一つであり，全国に先駆けたモデルケ
ースとして位置付けられている。従来紙媒体で限られていた場所（研究機関・博
物館・大学等）に集中していた地域資料，すなわち古典籍や古文書・絵図などの
歴史資料，さらには，固定的な碑文などもデジタル化しアクセスを容易にすると
ともに，紙媒体と併用することによって再資源化し，新たなデジタル環境の構築，
そしてそれを地域の資源として生かしていくという未来志向のプロジェクトを
展開した。平成 31 年度には，プロジェクトを貫徹し，「本州北端の風土記」とな
る文化遺産について HP を中心に広く公開した。（https://tsugaru-fudoki.jp/ 
「津軽デジタル風土記」） 

 
○COC+事業の実施 計画番号【35-1】 
・ 本事業は，５年間にわたり弘前大学が中心となって青森県内の高等教育機関，
青森県と県内自治体，100を超える企業・団体・NPOなどが「オール青森」体制で
地域の将来を担う人材の育成と学生の青森県内への就職や起業支援，雇用創出に
一丸となって取り組んできた。 
平成 31年度は，人材確保に悩む県内企業を対象として，７月及び９月に「『採

用力』向上ワークショップ」を開催した。学生も参加しともに採用戦略を考えた
ことで，採用力向上のためのノウハウを得ることができた。また，採用力向上に 

つながるワークショップの方法が書かれた「我が社なりの採用戦略プログラム」
を作成し，令和２年２月に事業協働機関へ配布したことで，県内企業等の採用活
動を支援するとともに，国による補助事業終了後も産学官連携を維持し，今後の
青森県内における若者の定着促進に資する取組を進める。 

 
◯深浦エコサテライトキャンパス「大学が地域住民とともに展開する文化財保護事

業」 計画番号【35-2】 
・ 本学が連携協定を締結している深浦町と共同開設した「深浦エコサテライトキ

ャンパス」では，公開講座及び滞在型学習支援プログラム事業を実施している。 
平成 31年度は，1,200 年以上の歴史がある深浦町円覚寺を会場とし，地元高校

生を対象に，寺が所蔵している和古書の文化財保護・保存調査に係る公開講座を
実施した。参加者からは「円覚寺の所蔵品を初めて見ることができた，深浦町に
あることを自慢していきたい」などの声が上がり，地域の文化財を発端とした教
育的効果が得られ，住民や高校生への文化財保護の啓発につながった。  

        
◯大学コンソーシアム学都ひろさきにおける事業の展開 計画番号【35-2】 
・ 弘前市内の６つの高等教育機関（弘前大学，弘前学院大学，東北女子大学，東

北女子短期大学，弘前医療福祉大学，放送大学青森学習センター）で構成する「大
学コンソーシアム学都ひろさき」の主要事業である「教育事業」「連携推進事業」
「学生交流事業」を実施した。 
平成 31 年度は，本コンソーシアムの学生委員会「いしてまい」が弘前市と連

携し，深刻な問題となっているゴミの排出量削減やリサイクル率の向上を目的と
して，市役所職員と協働して「衣類回収ボックス設置活動」を展開し，本学及び
弘前学院大学へ期間限定で設置。約 250kgの衣類を回収し，両大学学生への意識
啓発の促進が図られた。また，弘前市長からは，次年度以降への学生委員会への
活動に関するアドバイスをいただくなど，地域活動における行政の助長を得られ
ることとなった。 
 

◯自治体や経済界等との包括連携協定締結及び連携事業の展開 
 計画番号【35-2】【38-3】 
・ 自治体等との包括連携協定の締結については，中期計画に掲げている目標値(平

成 27 年度比 1.5倍の 26件)を３年前倒しの平成 30年度に達成したことに加え，
平成 31 年度においては，協定未締地域であった津軽半島地域に所在する「蓬田
村」，県内中小企業に強いネットワークを持つ「㈱商工組合中央金庫」と締結し
て,更なる上積みを図り 28件までに伸ばしている。 
また，平成 28 年度から開始している，協定締結自治体と連携した地域課題の

解決に向けた取組「連携調査研究事業」については，自治体からも資金拠出を行
い，「リンゴの栽培・加工技術研究」「県産ニンニクの栽培研究」など，本学の
強み・特色である食分野を中心として，平成 28 年度の４件の約４倍となる 15件
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の事業を展開しており，本学の教育研究活動の成果を地域貢献につなげる取組が
顕著に進捗している。 

 
○白神自然環境人材育成講座 計画番号【36】 
・ 平成 28 年度後期から，履修証明プログラム「白神自然環境人材育成講座」を

開講し，白神山地をはじめとする青森県の自然環境に深い見識をもち，環境の保
全に配慮しながら，自然資源の管理と活用することのできる人材を育成してい
る。本プログラムは，教養課程において開講する講義科目と，白神を深く学ぶ特
設科目を組み合わせた 10 科目の専門人材育成講座で，履修期間は２年間として
いる。 
平成 31 年度には２期生３名が履修期間を満了し，うち２名が「白神自然環境

サポーター」の認定及び履修証明書の交付を受けた。修了生は弘前大学白神研究
会に所属するなど，本学教員と連携し白神山地の保全・活用に貢献している。 

 
○市内大学図書館との連携 計画番号【37】 
・ 本学附属図書館は，昭和 63 年に弘前学院大学附属図書館，東北女子大学附属

図書館との間で，相互利用協定を締結している。三者間の協定に，新たに弘前医
療福祉大学・短期大学部総合図書館を加えて，弘前市内四大学図書館間の相互利
用協定を令和２年１月６日に締結した。従来，近隣の大学の図書館を利用するた
めには紹介状が必要であったが，この協定の締結によって紹介状が不要となっ
た。以上の取組の結果として，近隣の大学図書館との連携をより一層深めるとと
もに，利用証の発行，資料の貸出，館内資料の複写等の面において学生及び教職
員の利便性を大きく向上させた。 

 
○図書館利用者アンケートによる図書館サービス向上 計画番号【37】 
・ 利用者の要望等をサービスの向上につなげる取り組みの一環として，令和元年
11 月に「図書館利用者アンケート」を実施し，アンケート結果を令和２年２月に
図書館 HPに掲載した。当館は学外者の利用も多い。平成 31年度の学外者入館者
数は 20,052 人，前年度比で 17％増加している。以上のことから，アンケートの
対象には，本学の学生や教職員だけでなく，一般の利用者も含まれている。アン
ケート結果への対応として，利用者から要望の多かった「飲用スペースの拡張」
と「開館時間の変更」（平日の開館時間を午前９時から午前８時 30 分へ変更）
を令和２年４月から実施することとした。 
 

○学術講演会連動ミニ展示 計画番号【37】 
・ 平成 31年度に研究・イノベーション推進機構が開催した学術講演会に連動し，

講演者の著書に POPをつけて展示した。これは，学術講演会開催を周知するとと
もに，聴講した人が本を読むことで，更に知識を深めるための取組となった。 

 

○外務省との連携による資料館企画展 計画番号【37】 
・ 資料館では，平成 31年度に「“装う”アフリカ」をテーマとする第 22回企画

展を開催した（会期：令和元年６月１日～７月 20日）。この企画展に関しては，
第 7回アフリカ開発会議（TICAD7）（共催：日本政府〔外務省〕，国連開発計画
（UNDP）駐日代表事務所，世界銀行東京事務所）から「TICAD7 パートナー事業」
の一つに認定された。政府関係機関との共催は初めての取組であり，今後，我が
国とアフリカの関係の深化に寄与することが期待される。企画展開催期間中の来
館者数は 838人であった。 

 
○地方創生ネットワーク会議 計画番号【38-1】 
・ 平成 29 年度から，本学と連携協定を締結している青森県内自治体や金融機関

等が連携して地方創生を推進することを目的に「弘前大学地方創生ネットワーク
会議」を年３，４回開催している。 
平成 31 年度は，年間テーマ「人口減少問題」を設定し，毎回テーマを多角的

に捉えたプログラムを提供するとともに，パネルディスカッション等を通じた出
席者との双方向で討議可能なスタイルへ見直しを図った結果，地域課題に対する
情報共有や理解が深まり，参加機関同士における連携強化が促進された。開催後
のアンケート調査では，プログラム全体に対する満足度において，ほぼすべての
回答で「満足」との評価が得られた。 

 
４．グローバル化 
○海外研究機関とのネットワーク形成と国際交流を推進するための取組 
 計画番号【39】 
・ 海外研究機関との積極的なネットワークを形成するため，海外協定校の新規開

拓や部局間交流を推進した結果，本学の大学間交流協定校は第２期中期目標期間
終了時の 26 機関から 51機関へ，部局間交流協定校は 21 機関から 44機関へとい
ずれも約２倍に増加し，教員交流プログラムの派遣先や学生交流の増加につなが
った。また，被ばく医療総合研究所では，タイ王国に所在する大学間及び部局間
交流協定校と連携して放射線に関するセミナー等を複数回開催したほか，インド
ネシア原子力庁やアイルランド環境保護庁といった海外研究機関と大学間交流
協定を締結以降，共同調査や技術支援を実施し，アイルランド環境保護庁からは
同庁研究員を客員研究員として受け入れ，高周波誘導結合プラズマ質量分析装置
（ICP-MS）に関する基礎研修を実施した。これらの取組により，同研究所を中心
に放射線分野，被ばく医療分野に関する国際的なネットワークが構築され，当該
分野における国際連携が強化された。 
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○日本人学生と外国人学生とがともに授業を受ける機会の拡充 計画番号【40】 
・ 国際性を涵養するため，日本語で実施されてきた教養教育科目の授業において，
英語での解説を３分の１以上加えることで実施できる授業を募集し，教養教育科
目に留学生が受講しやすくする工夫を加え，留学生と日本人学生が一緒に受ける
機会を拡充している。平成 31 年度は，前年度から 12科目増の 23 科目を開講し，
338人増の 750人が受講し，キャンパスの国際化に貢献した。 

 
○学生の海外派遣を促進するための取組 計画番号【41】 
・ 学生の海外派遣を促進するため，海外協定校へ長期留学する学生や英語圏以外

の協定校へ短期留学する学生に対する経済支援を拡充するとともに，学生のニー
ズに合わせて，企業訪問や現地学生との交流を主とした海外短期研修プログラム
を開発・実施した。また，地域社会や国際社会において必要な課題探求・問題解
決力を備えた人材を育成するため，市民と協働で海外現地調査や解決策の提言を
行う「グローカル人材育成事業」を実施したほか，農学生命科学部国際園芸農学
科では平成 28年度入学者から専門教育科目において海外研修を必修化し，「食」
と「農業」の分野において国際的にも活躍できる人材育成に取り組んだ。これら
の取組により，海外派遣学生数は第２期中期目標期間終了時の 171人から平成 30
年度には 269人（1.57 倍）となり，数値目標を早期に達成できた。平成 31年度
は 285人（1.67倍）が見込まれていたが，新型コロナウイルス感染症の影響によ
り直前に渡航が取り止めになったプログラム等があり，242人（1.42倍）となっ
た。 

 
○受入留学生の支援体制を強化・充実させるための取組 計画番号【42】 
・ 海外協定校からの大学院入学者に対する修学支援のため，入学料等を減免する

制度（協定校留学生授業料等免除制度）を継続して実施したほか，弘前大学基金
による「外国人留学生寄宿舎奨学金制度」の創設，書籍等購入費支援などの修学
支援を実施し，経済面での支援を充実させた。また，教員個々のネットワークを
生かしてヨーロッパ方面の海外協定校の開拓を積極的に行い，本学受入れ後も安
心して留学生活を送ることができるよう担当教員がサポートする体制を取るこ
とで協定校からの留学生受入れを促進した。これらの取組により，第２期中期目
標期間終了時の 186人から平成 30年度には 280人（1.51倍），平成 31 年度には
304 人（1.63 倍）となり，受入留学生を平成 27 年度と比較して 1.5 倍以上とす
る中期計画で設定した数値目標を早期に達成できた。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

- 130 -



 
○附属病院について 
 
１．評価の共通観点に係る取組状況 
 
（１）教育・研究面の観点 
 
○臨床研究支援体制の強化 計画番号【48】 
・ 臨床試験管理センターに，生物統計・モニタリング・監査等に対応するための
教員３人を新たに配置するとともに，臨床試験管理センターを３つの部門に再編
し，臨床研究推進のための組織体制強化を図った。 

 
○先進的医療技術の研究・開発の主な実績 計画番号【48】 
・ 平成 30 年度に京都大学との共同研究により，新たな「先天性骨髄不全症」と

その原因となる遺伝子の変異を発見し，米国学術雑誌「The American Journal of 
Human Genetics」(IF9.924)に掲載された。 

 
○英語研究論文発表の推進 計画番号【48】 
・ 平成 30年度から新たに英文校正にかかる費用を病院全体で負担することとし，

平成 30 年度は 70 件 2,776 千円，平成 31 年度は 89 件 4,363 千円の支援を行っ
た。平成 30 年度の英語論文数は平成 28 年度の 97 編から 44 編増の 141 編とな
り，中期計画で設定した特定機能病院の承認要件である 70 編の２倍となる高い
目標値を達成した。 

 
○被ばく医療への取組 計画番号【45】 
・ 本学が原子力規制委員会から「高度被ばく医療センター」及び「原子力災害医
療・総合支援センター」に指定されたことを受けて，弘前大学放射線安全総合支
援センターが主催する「原子力災害時医療に関する基礎研修」を，４年間７回の
開催で延べ約 1,600人が受講した。この研修は，放射線及び放射線影響に関する
基本的知識の向上を図るとともに，より専門的な人材育成を目的とした「原子力
災害時医療中核人材研修」も毎年開催し，計 67人が受講した。また，平成 29年
度から原子力災害発生時の専門的医療に備えるため，本学が担当するエリア(北
海道・青森県・宮城県)の原子力災害拠点病院に対し「原子力災害医療派遣チーム
に係る専門研修」を毎年開催し，計 123 人が受講した。さらに，青森県，北海道
及び宮城県の原子力防災訓練に専門的立場から助言するなど協力し連携を深め
た。 

 
 
 

 
（２）診療面の観点 
 
○感染制御に関する取組 計画番号【43】 
・ 感染制御センターが事務局となっている青森県感染対策協議会(AICON)の活動
が評価され，薬剤耐性対策推進国民啓発会議(内閣官房，厚生労働省など所管)に 
おいて，第１回薬剤耐性対策普及啓発活動表彰・薬剤耐性対策推進国民啓発会議
議長賞(最高賞)を受賞した。 

 
○先進的医療技術に関する取組 計画番号【44】 
・ 平成 28年度に北東北で初めて「ロボットスーツ HAL(医療用下肢タイプ)」を導

入し，延べ 697 人に先進的なリハビリテーションを実施した。治療成績の分析に
より，短期及び長期治療経過においても歩行能力の改善・維持効果が得られるこ
とを明らかにし，その結果を国内外の学術学会等で報告し，有用性を広く示し普
及啓発に取り組んでいる。 

 
○がん死亡率改善に向けた取組 計画番号【44】 
・ 青森県におけるがんの 75 歳未満死亡率は，平成 16 年以降全国最下位であり，

がんの罹患率は全国平均並みだが早期発見が少ないという本学の研究・分析結果
を受け，青森県が実施した「大腸がん検診モデル事業」へ参画することとし，受
託事業として平成 30年度から２年間実施した。延べ 87 日，1,040人に検査を実
施し，初期大腸がんや大腸ポリープ等の前がん病変の早期発見につながった(要
治療と診断された者 149人)。 

 
○地域救急医療への貢献 計画番号【44】 
・ 地域の要請に応え，平成 28 年度から外科系二次救急輪番を開始し，さらに，

平成 31 年度からは地域の救急医療体制を維持するため，外科系の輪番回数を増
やし，新たに内科系二次救急輪番も受け持つこととした。本来特定機能病院が担
うべき第三次救急のみならず，二次救急輪番へ参画することにより，地域医療崩
壊を防ぐ最後の砦としてその使命を全うしている。 

 
 
 
 
 
 
 

  
 

 
- 131 -



 
 
（運営面の観点） 
○病棟の整備状況 計画番号【49】 
・ 老朽化した病棟の整備計画について，平成 29 年度から文部科学省と協議を重
ね，平成 31 年度概算要求として文部科学省へ提出した「病棟新営」が認められ，
令和２年１月に着工した。 

 
○増収及び経費削減の取り組み  計画番号【49】 
・ 増収策として，ハイブリッド手術室の整備に伴う手術件数の増及び外来化学療
法室３床増床に伴う注射件数の増等により，病院収入額は４か年で 3,679百万円
の増収となった(対平成 27年度比)。 

 
 

・ 経費削減策として，医薬品･医療材料・医療機器について品目の見直し及び価
格交渉の実施，後発医薬品の採用促進，医療材料購入・医療機器更新における共
同調達，委託業者による価格交渉サポート等の取組により，４か年で 407百万円
を節減した。 

 
○戦略的な予算配分 計画番号【49】 
・ 院内予算配分において，本院の機能強化，経営貢献，労働時間短縮等に関する
指標を基に各診療科等へインセンティブ配分を行っている(各年度診療科等配分
額の約 35％)。なお，インセンティブ項目は毎年度見直しを行っている。 

 
○国立大学病院管理会計システム(HOMAS2)等を活用した経営分析  計画番号【49】 
・ 大学病院情報マネジメント部門連絡会議において，HOMAS2による診断群分類別
の収益性データを分析し，各診療科へヒアリング･報告を行った取組について，
ポスター発表を行った。また，国立大学病院データベースセンター(DBC)が提供
している経営分析システム「A#」を活用し，診断群分類別の費用構造と経費率を
分析し，外部有識者を交えて開催している本院経営戦略会議にて報告を行った取
組が DBC から評価され，講師依頼を受けてセッション発表を行った。 
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○附属学校について 

１．特記事項 

○ガバナンス改革による附属学校園の一体化と学部・教職大学院との連携強化 

 計画番号【50】 

・ 平成 29 年度に教育学部長をトップとした「学部・教職大学院・附属学校園の

一体化に関する協議会」を設置し，学部・教職大学院改革と連動した附属学校園

のガバナンス改革についての制度設計を行った。その結果，平成 31 年度に附属

学校園担当副学部長を統括校長とし，附属小学校・中学校・特別支援学校には全

国公募により選出した常勤校長を配置する新体制を構築した。学部・教職大学院・

附属学校園の役割の明確化と連携の強化，そして附属学校園の一貫教育体制整備

につながっている。その後，学部・教職大学院・附属学校園の管理運営体制を刷

新するとともに，学部・教職大学院・附属学校園の連携を強化するための「附属

学校経営協議会」を設置し，月１回の協議を実施した。当初の中期計画を上回る

スピードでガバナンス改革が進むとともに，学部・教職大学院・附属学校園の一

体化が進展した。平成 31 年度には，附属小・中学校の規模の適正化と，第４期

中期目標・中期計画に向けて附属学校園の教員研修機能の強化につなげるための

改革を開始した。 

 

○附属学校園による地域のインクルーシブ教育システムの推進 計画番号【51】 

・ 平成 29 年 4 月に附属幼・小・中の幼児児童生徒対象の学習支援室（ぴあルー

ム）を開設し，附属特別支援学校の職員を主任として配置した。平成 29 年４月

から令和２年３月までの利用状況は，保護者面談を延べ 207件（月平均６件），

教員との面談（ケース会議含む）を延べ 198件（月平均６件），幼児児童生徒に

対する定期的なぴあルームでの指導・支援を延べ 1,607 件（月平均 45 件）実施

した。この取り組みの成果について，専任教員により日本教育大学協会研究集会

を通じて全国に情報発信を行うとともに，地域の学校教員に「ぴあルーム」とそ

の取り組みを広く公開した。また，附属小学校において，平成 29・30 年度に文

部科学省「発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業～特別支援教

育の視点を踏まえた学校経営構築研究開発事業～」を受託，特別支援教育の視点

を踏まえた学校経営計画を大学と協力して策定し，合理的配慮に係る体制整備，

発達障害等の可能性のある児童を取り巻くいじめの防止や不登校対策等の生徒

指導上の課題に対する体制整備，校内支援体制の整備等に取り組んだ。この事業

に係る授業 UD 研修会には，県内外の教職員や教育関係者総計 590 名（２年間）

の参加があり，青森県内の公立小・中学校への UD に配慮した授業に対する理解

が進む契機となった。 

○附属特別支援学校を核とした地域の障害者スポーツの拠点化構想「弘前大学モデ

ル」の提案 計画番号【51】 

・ 平成 29 年度から特別支援学校は全国附属学校で唯一スポーツ庁委託事業

（「Specialプロジェクト 2020（特別支援学校等を活用した地域における障害者

スポーツの拠点づくり事業）」）を受託し，特別支援学校等を活用した地域にお

ける障害者スポーツの拠点づくり事業に取り組んでいる。プロジェクト実行委員

会を特別支援学校関係者，関係行政機関，福祉事業関係者，地域の総合型スポー

ツクラブを交えて組織し，障害者スポーツ普及を展開した。その実績は，実技指

導研修会５回（参加者合計 197名），スポーツ大会４回（参加者合計 626名），

出前講習会７回（参加者合計 224 名），スポーツ教室 37 回（参加者合計 1,285

名）である。これらを通じて，障害者スポーツの拠点としての機能を明確にする

ため附属特別支援学校が中心となり地域の特別支援学校や社会福祉協議会，総合

型スポーツクラブとの連携による「弘前大学モデル」を開発した。さらに，平成

31 年度には福島県の障害児スポーツ団体との間でインターネットを通したスポ

ーツ大会（参加者：青森県 135名・福島県 18 名，審判員：青森県 14名・福島県

10 名，学生役員：弘前大学学生 44 名）を開催，障害者スポーツ大会サテライト

方式ロールモデルを構築し，障害者スポーツの普及に大きく貢献した。本取組は，

「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改革に関する取組状況について

～グッドプラクティスの共有と発信に向けた事例集～Vol.２」に取り上げられ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

地域の障害者スポーツの拠点化構想（国立教員養成大学・学部 
附属学校の改革に関する取組におけるグッドプラクティス） 

 
 

 

- 133 -



 

２．評価の共通観点に係る取組状況 

 

（１）教育課題への対応について 

 

○学校現場が抱える教育課題について，実験的，先導的に取り組んでいるか。 

計画番号【51】 

・ 青森県教育委員会の教育課題として，「健康教育」と「環境教育」「インクル

ーシブ教育システム構築」の３つの教育課題があげられている。このうち，「健

康教育」と「インクルーシブ教育システム構築」について，教育学部と医学研究

科が大学近隣の６市町村教育委員会と目的連携協定を締結した後に「中南地区連

携推進協議会」を設置し，教育プログラムの開発に取り組んでいる。特に，附属

学校園では，学部・教職大学院の教育研究実践の場としての機能，及び地域の先

進的モデル校の機能を果たすため，「附属学校園健康教育推進事業協議会」，「ぴ

あルーム」（附属四校園の通常学級に通う支援の必要な子どもたちのサポート拠

点）を設置し，学部・教職大学院教員と協働して研究開発に取り組み，その成果

を研修会で公表したり，紀要・報告書等で地域に発信したりし，好評を得ている。 

 

○審議会答申などにより明確となる新たな教育課題や国の方策について，率先して

取り組んでいるか。計画番号【52】  

・ 審議会の答申を踏まえ，アクティブ・ラーニング等をはじめとする新しい指導

方法について，平成 28 年度に児童・生徒が身につけるべき資質・能力や教科横

断的・教科連携的な指導の視点から研究方針を策定し，附属小学校・特別支援学

校で事業展開している。さらに，平成 29 年度からは，附属学校園全体で次期改

訂学習指導要領を見据えた新しい教育方法の研究・開発を行うこととし，その成

果について公開研究会や教育実践研究紀要等を通じて地域に発信しており，好評

を得ている。 

 

○地域における指導的あるいはモデル的な学校となるように，多様な子供たちを受

け入れながら，様々な教育課題の研究開発の成果公表等に取り組んでいるか。 

  計画番号【51】【52】 

・ 附属幼稚園・小学校は，入学定員確保のために，受験者のほぼ全員が入学して

いる状況であり，多様な子供たちを受け入れている。また，発達障害等，特別な

支援が必要な子供達の教育充実を目的として，附属小学校に「ぴあルーム」を開

設し学部内措置で経験豊富な専任教員 1名を配置し，幼稚園から途切れのないサ

ポートを行っている。様々な教育課題の研究開発の成果公表については，学部の 

 

研究紀要とは別に，教育学部教育実践紀要「クロスロード」を年１回刊行し，学

部と附属学校園との学校における実践的課題に対応する研究成果を全国に向け

て発信している。 

 

（２）大学・学部との連携 

○附属学校の運営等について，大学・学部側との間で協議機関等が設置され十分に

機能しているか。計画番号【50】 

・ 教育学部長をトップとした「学部・教職大学院・附属学校園の一体化に関する

協議会」を設置し，学部・教職大学院改革と連動した附属学校園のガバナンス改

革についての制度設計を行った。その結果，平成 31 年度に附属担当副学部長を

統括校長とし，附属小学校・中学校・特別支援学校には全国公募により選出した

常勤校長を配置する新体制を構築した。学部・教職大学院・附属学校園の役割の

明確化と連携の強化，そして附属学校園の一貫教育体制整備につながっている。

その後，学部・教職大学院・附属学校園の管理運営体制を刷新するとともに，学

部・教職大学院・附属学校園の連携を強化するための「附属学校園経営協議会」

を設置し，月１回の協議を実施することにより，中期計画を上回る取り組みを実

施している。 

 

○大学・学部の教員が，学校現場での指導を経験する意義を踏まえ，一定期間附属

学校での授業の担当や，行事への参加などについてのシステムが構築されている

か。計画番号【50】【53】 

・ 学部・教職大学院教員については，附属学校園教員との研究面での連携を強化

するための「教育実践協同研究推進委員会」や，教育実習をはじめとした教員養

成カリキュラムを相互間で連携協議する「教育実践総合センター教育実習部門会

議」を組織し，大学・学部教員が授業を担当したり，行事に参加したりするシス

テムを構築している。具体的には，これらの組織により，教職大学院の教員によ

る提案事業や，附属小学校・中学校の公開授業研究会における学部教員の提案授

業及び授業検討会での指導助言，そして教科教育・教科専門教員を中心に，附属

中学校における Tuesday 実習（3 年次必修長期継続型教育実習）での模範授業等

を実施している。 

 

○附属学校が大学・学部におけるＦＤの実践の場として活用されているか。 

計画番号【50】【53】 
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・ 教育学部学務委員会 FD 部門が，学部教員の年間 FD 計画を立案し，定期的に FD

研修会を行っている。その中で，毎年，新任教員を対象とした附属学校４校園で

の実地 FD研修を行っている。また，「教育実践協同研究推進委員会」と「教育実

践総合センター教育実習部門会議」により，学部と附属学校園との連携事業に学

部全教員が何らかの関りを持つ体制が整備されており，FD の場として活用され

て居り，教育学部教員として必要な学校現場における教育理論と実践の理解につ

ながっている。 

 

○大学・学部のリソースを生かしながら，質の高い教育課程や教育方法の開発に取

り組んでいるか。 計画番号【52】 

・ 「教育実践協同研究推進委員会」により，教育・教科分野毎に学部・教職大学

院と附属学校園の教員との間で教育課程や教育方法等を研究開発する分科会を

組織し，大学・学部の人的・物的リソースを生かしながら日常的に取り組んでい

る。この取組は，附属学校園の質の高い教育課程や教育方法の開発に寄与してい

るとともに，人事交流で青森県教育員会から派遣されてきた附属学校園教員の研

修機能を持ち合わせており，青森県の学校教員の資質の向上につながっている。 

 

○附属学校での実践研究の成果が大学・学部の教員養成カリキュラムに反映される

システムが構築されているか。  計画番号【52】 

・ 附属学校園での実践研究成果の発表の場である公開研究会には，学部教員が，

提案授業の企画・立案の段階から共同提案者または助言者として参画している。

この公開研究会（提案授業・授業検討会）に学部学生を無料で参加させ，教育現

場における教育の現代的課題の対応等について現職の教員と一緒に学ぶ体制を

取り，その後，学部教員によりゼミ等で省察検討会を実施し，附属学校園での実

践研究成果を教員養成カリキュラムに反映させるシステムを構築している。 

 

①大学・学部における研究への協力について 

○大学・学部の教育に関する研究に組織的に協力する体制の確立及び協力の実践が

行われているか。  計画番号【50】【52】 

・ 学部，教職大学院，附属学校園の全教員により，「教育実践協同研究推進委員

会」を組織し，全体会の実施と教育・教科分野等の日常的な分科会活動を行い，

学部教員が学校における実践的課題解決に資するための研究活動，及び附属学校

園教員の資質の向上につながっている。これらの活動をサポートする施策とし

て，学部長のミッション達成経費より，学部教員と附属学校園教員との共同研究

助成（年間 10件程度，約 100 万円）を行う支援体制を構築している。 

 

○大学・学部と附属学校が連携して，附属学校を活用する具体的な研究計画の立案・

実践が行われているか。 計画番号【50】【52】 

・ 上述の「教育実践協同研究推進委員会」により，学部・教職大学院教員全員と 

附属学校園教員全員が一同に会する全体会（年１，２回）と，分科会ごとの年４

回の定例研究会を開催している。一方，この組織を介して，学部・教職大学院教

員の実践研究計画の企画・立案，附属学校園での実施や，附属学校園の公開研究

会（提案授業）に関連する研究計画の立案・企画のための取組を日常的に行って

いる。 

 

○大学・学部との連携により，学校における実践的課題解決に資するための研究活

動が行われているか。 計画番号【51】【52】 

・ 弘前大学教育学部研究紀要とは別に，教育学部紀要「クロスロード（教育実践

報告）」（教育実践協同研究推進委員会編集 ISSN 1345-675X）を年１回刊行（20

編程度）し，学部と附属学校園との学校における実践的課題に対応する研究成果

を全国に向けて発信している。また，これらの研究の内容については，日本教育

大学協会研究集会等において，学部教員・教職大学院教員と附属学校園教員との

共同研究として発表している。 

 

②教育実習について 

○質の高い教育実習を提供する実践的な学修の場として実習生の受入れを進めて

いるか。  計画番号【53】 

・ 附属学校園では，質の高い教育実習を提供する実践的な学修の場としての機能

を確保するため，教育学部附属教員養成学研究開発センターにより開発された１

年次から４年次まで体系化された教育実習プログラムに即して，学部教員と連携

して，教育実習を展開している。この教育実習プログラムを円滑に進めるために，

「教育学部教育実践総合センター」に，学部各講座教員と附属小学校・中学校・

特別支援学校長，副幼稚園長とで構成される「教育実習部門」を設置し，日常的

に教育実習への連携協力体制について協議・調整を行い，実効性のある実習の展

開・学生指導につなげている。 

 

○大学・学部の教育実習計画は，附属学校を十分に活用したものとなっているか。

（附属学校と公立学校での教育実習の有機的な関連づけについて検討が進めら

れているか。）  計画番号【53】 

・ 教育学部附属教員養成学研究開発センターにより開発された１年次から４年次

まで体系化された教育実習プログラムに即して，「教育学部附属教育実践総合セ 
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ンター教育実習部門」で実習計画が立案され，実行されている。また，教育学部

近隣市町村と教育学部との連携協定に基づき，地域の教育実習受入校とで連絡協

議会を設置し，２・３年次の附属学校での教育実習が完了した学生が，４年次に

公立学校での学校サポーター実習を履修するシステムが構築されており，年次進

行で体系的に教育実践力を高めるこの体制は，学生並びに受入校からの評価が高

い。 

 

○大学・学部の教育実習の実施への協力を行うために適切な組織体制となっている

か。 計画番号【50】【53】 

・ 学部・教職大学院と附属学校園との間での教育実習実施のための協力調整は，

「教育学部附属教育実践総合センター教育実習部門」で行う体制となっている。

この組織は，学部からは各教科の教育実習担当者 49 名，教職大学院実習担当者

１名，附属学校園統括校長，附属学校長３名，副園長１名，及び附属学校園実習

主任４名で構成されており，月１回の定例会議のほか，実習開始前後において，

適宜臨時会議が招集され協力調整機能を維持・強化している。 

 

○大学・学部と遠隔地にある附属学校については，教育実習の実施に支障が生じて

ないか。 計画番号【52】 

・ 附属学校は教育学部から近距離（約２㎞）にあり，教育実習を実施するにあた

り支障は生じていない。 

 

（３）地域との連携 

 

○教育委員会と附属学校との間で組織的な連携体制が構築されているか。 

・ 青森県教育委員会と附属学校園との間で，人事交流をはじめ，管理運営に関す

る協議を年２回定期的に行うとともに，校長が公立学校長会へ出席し，地域の抱

える教育課題についての情報交換を定期的に行っている。また，大学近隣６市町

村教育委員会との間で学部・教職大学院を交えての連携協議会が年２回開催さ

れ，この協議会にも附属学校園の代表者が出席しており，教育委員会との組織的

な連携体制が構築されている。 

 

○地域の学校が抱える教育課題の解決に教育委員会と連携して取り組んでいるか。 

・ 地域の学校が抱える教育課題の解決については，附属学校園の教員が，大学近

隣地域の教育委員会や市町村公立学校の教員が組織する研修会及び研究会に参

加することにより，課題把握や情報交換を行っている。これらの連携を参考に，

附属学校園での研究計画を企画・立案し，実践研究を行っている。その研究成果

の場である公開研究会は，県教育委員会及び地域の教育委員会・校長会の後援の

もと行われ，地域の各学校の校外研修会として位置付けられ，多くの参加者を得

ている。 

 

○教育委員会と連携し，広く県内から計画的に教員の派遣・研修が行われているか。

また研修後に各地域に研修成果を生かした貢献ができているか。 計画番号【50】

【52】 

・ 青森県内各地区の教育委員会や学校からの要請にこたえて，附属学校園の教員

を研修会に派遣している。遠隔地の八戸地区の中学校の全教員が附属中学校に研

修に来るなど，地域貢献が進展している。 

 

（４）附属学校の役割・機能の見直し 

 

○附属学校の使命・役割を踏まえた附属学校の在り方やその改善・見直しについて

十分な検討や取組が行われているか。 計画番号【50】 

・ 平成 31 年度の附属学校園ガバナンス改革により，統括校長を配置するととも

に，統括校長を中心に学校園長・副園長・教頭・事務担当者で組織する「附属学

校園運営会議」を設置し，月１回，将来構想・基本計画や運営上の課題等につい

て協議している。統括校長は，副学部長（附属学校担当）が兼任しており，「附

属学校園運営会議」における将来構想・基本計画について，適宜，学部長・副学

部長会議や学部の基本構想会議，教授会に諮り，附属学校の在り方やその改善・

見直しについて，十分検討が行われている。 

 

○附属学校として求められる機能の強化を図る観点から，その規模も含めた存在意

義の明確化や大学の持つリソースの一層の活用がなされているか。 

 計画番号【50】【51】 

・ 上述の学内体制に加え，青森県や地域の教育委員会と教育学部との定期的な協

議会の折に，附属学校園の在り方等についても併せて協議を行い，地域の意見の

聴取等を行っており，地域のニーズに即した附属学校園の機能強化につなげてい

る。なお，地域の意向にこたえ，今後，附属学校園の教員養成機能はもとより研

修体制の強化を行う方向である。これに併せて附属小学校・中学校の規模の見直

しを行う計画である。 
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  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

Ⅲ 短期借入金の限度額  

 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 
２，６３７，２９３千円 

 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発
生等により緊急に必要となる対策費として
借り入れることが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 
２，６３７，２９３千円 

 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発
生等により緊急に必要となる対策費として
借り入れることが想定されるため。 

 
実績なし 

 

Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画  

 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１．重要な財産を担保に供する計画 
附属病院の施設・設備の整備に必要とな

る経費の長期借入に伴い，本学の土地及び
建物を担保に供する。 

１．重要な財産を担保に供する計画 
附属病院の施設・設備の整備に必要とな

る経費の長期借入に伴い，本学の土地及び
建物を担保に供する。 

 
附属病院の病棟整備に伴う工事及び「高精度磁気共鳴断層撮影
装置」の整備に必要となった経費の長期借入に伴い，本学の土地
及び建物を担保に供した。 

 

Ⅴ 剰余金の使途  

 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

○ 毎事業年度の決算において剰余金が発生し
た場合は，その全部又は一部を，文部科学大臣
の承認を受けて，教育研究の質の向上及び組
織運営の改善に充てる。 

 

○ 決算において剰余金が発生した場合は，その
全部又は一部を，文部科学大臣の承認を受け
て，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に
充てる。 

 

 
文部科学大臣の承認を受けた剰余金のうち，207,276千円を取り
崩して教育研究の質の向上等に充てた。 

 

 

Ⅱ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画   
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中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 
施設・設備の内

容 
予定額（百万円） 財  源 

文京町講堂耐震

改修, 

小規模改修, 

手術支援システ

ム 

 

 

総額 

689 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金  

           （ 44 ）  

長期借入金 

          （ 363 ） 

（独）大学改革支援・学位授与機構 

施設費交付金 

            （ 282 ） 

 

 

 

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目
標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設

・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が
追加されることもある。 

（注２）小規模改修について平成 28 年度以降は平成 27 年度同額

として試算している。 
なお，各事業年度の施設整備費補助金，（独）大学改革支援

・学位授与機構施設費交付金，長期借入金については，事業

の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額
については，各事業年度の予算編成過程等において決定され
る。 

 

 
施設・設備の内

容 
予定額（百万円） 財  源 

総合研究棟（医

学系）改修，実験

研究棟（動物実

験施設）改修，ラ

イフライン再生

（給排水設備，

空調設備），園舎

改修，病棟，基

幹・環境整備（支

障切り回し），小

規模改修等 

総額 

2,393 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金  

           （ 1,252 ）   

長期借入金 

           （ 1,110 ） 

（独）大学改革支援・学位授与機構 

施設費交付金 

           （   31 ） 

 

 

 

 
（注）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標

を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設
備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ

れることもある。 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 
総合研究棟（医学

系）改修，実験研究

棟（動物実験施設）

改修，ライフライ

ン再生（給排水設

備，空調設備），園

舎改修，病棟，基

幹・環境整備（支障

切り回し），小規模

改修等 

総額 

2,088 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金  
        （ 1,043） 
長期借入金 
        （ 1,014） 

（独）大学改革支援・学位授与機構 

施設費交付金 
        （   31） 

 
 
 

 

 

○ 計画の実施状況等 

 

「高精度磁気共鳴断層撮影装置」の入札に関し，当初の予定より安価に抑え

ることができたため，長期借入金に差異が生じている。 

 

 

 

 

また，進捗状況により計画が変更となった事業があったため，施設整備費補 

助金に差異が生じた。 

 

 

Ⅵ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

○全学的な視点による教員の選考と機能的な教員配

置を実現するとともに，教育研究の活性化を図るた

め，教員定員の20％への年俸制の適用及び外国人教

員数を平成27年度と比較し倍増させる。また，ポイ

ント制による教員定員の管理を行い，若手教員の雇

用を推進する体制を整備する。 

 

○組織的かつ計画的な人材の育成・確保を行うた

め，SD（スタッフ・ディベロップメント）プログラ

ムを整備する。 

 

 

○職員の視野を広げ多様な経験を積むことで企画

力・折衝力等を向上させるため，国の機関及び他大

学等との人事交流等について，派遣先を民間企業や

地域の自治体等へ拡充するとともに，グローバル化

に対応するため，語学研修の実施等を通じて職員の

英語をはじめとする外国語能力を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

○全学的な視点による教員配置を行うため，教員の採

用・補充等については，引き続き学長を委員長とする

全学教員人事委員会の承認に基づき実施するととも

に，外国人教員の補充が可能なポストを確認しつつ， 

教員公募を行う。また，若手教員の雇用を推進するた

めの雇用計画を策定する。【年度計画57】 

 

○検証した研修の評価をもとに，SDプログラムの整備

に向けて，「国立大学法人弘前大学人材育成方針（研

修の体系化）」の見直しを行う。【年度計画59】 

 

 

○北東北国立３大学事務職員人事交流，文部科学省行

政実務研修生等による国の機関との人事交流を引き続

き実施する。また，民間企業等への派遣研修につい

て， 職員に多様な経験を積ませ視野を広げるため，

受入が可能な機関等の調査結果をもとに，民間企業・

地方自治体等への派遣研修を引き続き実施する。【年

度計画60-1】 

 

○外国語能力が必要となる業務の調査結果を踏まえ

て，英語の能力向上を目的とした実効性のある研修等

を検討する。【年度計画60-2】 

 

 

○『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」P40,41,59,62，参照』 

 

 

 

 

 

○『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」P44,59,62，参照』 

 

 

 

○『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」P46，参照』 

 

 

 

 

 

 

○『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」P47,59，参照』 
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○ワーク・ライフ・バランスに配慮した環境整備

や次世代育成支援対策，ジェンダーバランス改善

等の取組により，男女共同参画を推進する。な

お，ジェンダーバランスの改善にあたり，女性教

員の採用比率年平均27.5％，在職比率19.0％に

し，上位職（学長・理事・監事・副学長・学部

長・評議員相当）の女性を平成27年度と比較し倍

増させる。 

○ワーク・ライフ・バランスに配慮した環境整備や次

世代支援対策のため，託児利用料補助制度の検証を行

う。また，女性限定公募の積極的な実施やトップセミ

ナーの開催，ダイバーシティレポート制度及びプロモ

ーションメンター制度の本格運用によって研究者や上

位職への女性の採用・登用を進め，ジェンダーバラン

ス改善を加速する。【年度計画63】 

○『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」P50,51,60，参照』 
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○ 別表２（学部，研究科等の定員超過の状況について）

（令和元年度）

（人） （人）

（人） （人）

○計画の実施状況等

【定員超過率が110％以上の主な理由】
　（該当なし）

100.0%
教育学研究科
（専門職学位課程）

32 32 0 0 0 0 0 0

16 88.9%0 4 16 12 22 6地域社会研究科 18 38 2 0 0

2 2 0 0 97 80.8%

15 41.7%

農学生命科学研究科 120 106 11 1 0 4 2

11 1 2 1 1 0
理工学研究科
（博士後期課程）

36 34 19 4 2

6 6 0 0 204 85.0%

31 86.1%

理工学研究科
（博士前期課程）

240 214 5 0 0 0 4

0 5 9 5 17 7
保健学研究科
（博士後期課程）

36 49 3 1 0

6 5 13 4 58 96.7%

174 72.5%

保健学研究科
（博士前期課程）

60 70 3 0 2 0 1

2 46 43 34 0 0医学研究科 240 257 10 1 0

6 4 10 3 32

0 0 0 32

100.0%

30 93.8%

教育学研究科
（修士課程）

32 41 4 0 0 0 2

11 1 7 6 8 3人文社会科学研究科 32 51 27 0 0

（人） （人） （人） （人） （人） （％）（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人）

22 14 0 0 870 101.2%

1,454 99.6%

農学生命科学部 860 901 7 0 0 0 17

0 16 21 16 0 0理工学部 1,460 1,487 10 0 1

29 27 0 0 1,584 97.1%

693 101.9%

医学部 1,632 1,623 3 0 0 0 12

0 13 20 19 0 0教育学部 680 725 0 0 0

人文社会科学部 1,060 1,100 16 0 2 0 11

（人）

0 0 0 0 1,087

学部・研究科等名
収容定員

（Ａ）
収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち

（学部等） (人) （人） （人） （人） （人）

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち，修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

休学
者数
（Ｇ）

外国人
留学生数

（Ｃ）

長期
履修

学生数
（J）

長期履修
学生に係る
控除数
（K)

国費
留学生数

（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

102.5%

（％）（人） （人） （人） （人）

留年
者数
（Ｈ）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（L）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I,Kの合

計）】

定員超過率
（M）

（L）／（Ａ）×100

- 147 -


	（３）大学の組織図
	①27-31教育研究
	27-31管理運営
	③27-31事務組織
	
	①30-31教育研究
	30-31管理運営
	③30-31事務組織

	ｒ
	③30-31事務組織


	別表２（収容定員）
	Ｈ28
	H29
	H30
	R1




